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貸 借 対 照 表 

（2025年 3月 31日現在） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部）   （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 34,159 流 動 負 債 6,617 

現 金 預 金 1,626 工 事 未 払 金 4,589 

完 成 工 事 未 収 入 金 13,396 未 払 金 218 

契 約 資 産 2,085 未 成 工 事 受 入 金 2 

未 成 工 事 支 出 金 4,167 完成工事補償引当金 12 

親 会 社 預 け 金 12,400 そ の 他 1,794 

そ の 他 484   

貸 倒 引 当 金 △1   

    

固 定 資 産 4,123 固 定 負 債 355 

有形固定資産 1,228 長 期 未 払 金 24 

建 物 ・ 構 築 物 330 そ の 他 331 

土 地 767 負 債 合 計 6,973 

そ の 他 130 （ 純 資 産 の 部 ）  

  株 主 資 本 31,232 

無形固定資産 233 資 本 金 450 

  資 本 剰 余 金 3,827 

投資その他の資産 2,661 資  本  準  備  金 

その他資本剰余金 

653 

3,174 

投 資 有 価 証 券 212 利 益 剰 余 金 26,954 

関 係 会 社 株 式 60 利 益 準 備 金 252 

前 払 年 金 費 用 2,243 その他利益剰余金 26,701 

そ の 他 147 別 途 積 立 金 270 

貸 倒 引 当 金 △1 繰 越 利 益 剰 余 金 26,431 

  評価・換算差額等 77 

  その他有価証券評価差額金 77 

  純 資 産 合 計 31,309 

資 産 合 計  38,282 負 債 純 資 産 合 計 38,282 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

2024年 4月 1 日から 
2025年 3月 31日まで 

（単位：百万円） 

科       目 金       額 

売 上 高   

完 成 工 事 高 36,794 36,794 

売 上 原 価   

   完 成 工 事 原 価 33,459 33,459 

売 上 総 利 益   

   完 成 工 事 総 利 益 3,335 3,335 

   

販売費及び一般管理費         1,775 

   

営 業 利 益  1,560 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 110  

有 価 物 売 却 収 入 24  

そ の 他 0 135 

営 業 外 費 用   

    支 払 利 息 2  

    為 替 差 損 3  

    消 費 税 精 算 差 額 金 16  

    そ の 他 0 23 

経 常 利 益  1,671 

特 別 利 益 

  子 会 社 株 式 売 却 益 

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 

特 別 損 失 

 

1,111 

0 

 

 

1,111 

固 定 資 産 除 却 損 6  

事 務 所 移 転 費 用 

特 別 退 職 金 

22 

20 

 

 

そ の 他 0 50 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,733 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 318  

法 人 税 等 調 整 額 206  

当 期 純 利 益  2,207 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの････････時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理 

し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等･･････････････････移動平均法による原価法 

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     ①未成工事支出金･････個別法による原価法 

②材料貯蔵品 ･･･････ 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物            22年～47年 

構築物            10年～30年 

（2） 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

（3） リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2） 完成工事補償引当金 

完成工事の瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に

基づいて計上しております。 

特定の瑕疵につきましては、個別に補償額を見積計上しております。 
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（3） 工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事の損失見込額を計上

しております。 

（4） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、過去勤務

費用は発生年度に全額を損益処理しており、数理計算上の差異は発生年度における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれの発生の翌

事業年度から損益処理しております。 

   また、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を 

   控除した額を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

    顧客との契約については、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービス

の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額

で収益を認識しております。 

 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する 

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する 

 

（1） 工事契約に係る収益認識 

    工事契約等に係る収益には、主に電気通信設備の構築等が含まれており、顧客との工事請負

契約に基づいて工事目的物を引き渡す履行義務等を負っております。これらの契約について

は、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。 

なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプット

法）により算出しております。 

ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期

間がごく短い契約及び重要性が乏しい契約については一定の期間にわたり収益を認識せず、 

完全に履行義務を充足した一時点で収益を認識しております。 

また、履行義務が一定期間にわたり充足される工事契約において、進捗度を合理的に見積る 

ことができない場合、発生した費用のうち顧客から回収できると見込まれる金額を収益とし 

て認識する原価回収基準を採用しております。 

工事契約に係る取引の対価は、顧客の検収が完了した後、概ね６ヶ月以内に受領しており、 

重要な金融要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はあり 

ません。 
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（2） 商品等の販売に係る収益認識 

    商品等の販売に係る収益には、主に工事用材料・資材の販売等が含まれており、顧客との販

売契約に基づいて商品等を引き渡す履行義務を負っております。これらの契約については、

引渡時点において履行義務を充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。 

    ただし、国内の商品等販売において、出荷時から支配移転時までの間が一定期間を超えない

場合については代替的な取り扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。 

    なお、商品等の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事

者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益 

として認識しております。 

商品等の販売係る取引の対価は、顧客の検収が完了した後、概ね６ヶ月以内に受領してお 

り、重要な金融要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価は 

ありません。 

 

（3） 役務、サービス等の提供に係る収益認識 

    契約上の条件が一時点をもって完了する役務・サービス等の提供に係る契約については契約

上の条件が満たされた時点をもって収益を認識し、契約上の条件が一定期間にわたり役務や

サービス等を提供し続ける契約については、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認

識しております。 

役務・サービス等に係る取引の対価は、顧客の検収が完了した後、概ね６ヶ月以内に受領し 

ており、重要な金融要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対 

価はありません。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（1）グループ通算制度の適用 

    グループ通算制度を適用しております。 

（2）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっております。 
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貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額                          821 百万円 

   

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                                      6 百万円 

短期金銭債務                                   602 百万円 

 

税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産 

未払事業税                                1 百万円 

賞与の未払                              343 百万円 

減損損失                                69 百万円 

その他                                137 百万円 

繰延税金資産小計                               552 百万円 

評価性引当額                             △  94 百万円 

繰延税金資産合計                               458 百万円 

 

繰延税金負債 

  前払年金費用                          △ 707 百万円 

  その他有価証券評価差額金                     △ 35 百万円 

  その他                                       △ 0 百万円 

繰延税金負債合計                           △ 743 百万円 

繰延税金負債の純額                         △ 285 百万円 

 

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

  当社は、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果

会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関

する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年 8月 12日。）に従っております。 
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関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

属 性 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（注）3 
科 目 

期末残高 

（注）3 

親会社 

 

 

 

 

 

ｺﾑｼｽﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽ㈱ 

 

 

 

 

被所有 

直接 100% 

 

 

 

 

役員の兼任 

経営管理の契約 

資金の受託 

 

 

 

資金の預託 

（注）１ 

受 取 利 息 

（注）１ 

経営管理料 

（注）２ 

－ 

 

8 

                      

     115 

親会社預け金 

 

 

 

 

 

12,400 

 

 

 

 

 

 

（注）１．資金の預託による利率については、市場金利を勘案して決定しております。なお、この取引に係る金額につい 

ては、反復かつ継続的に行っているため記載を省略しております。 

２．基本契約書等に定める役務提供割合に応じて合理的に決定しております。 

３．取引金額には、消費税を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

２．子会社等 

（単位：百万円） 

属 性 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

（注）１ 

取引金額 

（注）２ 
科 目 

期末残高 

（注）２ 

子会社 ｻﾝｺﾑﾃｸﾉﾛｼﾞ㈱ 
所有 

直接 100％ 
当社外注先 外注工事等 2,361 工事未払金 415 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記会社からの取引額については、市場価値を前提に一般取引条件を勘案し決定しております。 

２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

３．兄弟会社等 

（単位：百万円） 

属 性 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

（注）１ 

取引金額 

（注）２ 
科 目 

期末残高 

（注）２ 

親会社の

子会社 

日本ｺﾑｼｽ㈱ なし 

役員の兼任 

当社売上先 

当社外注先 

完成工事高 

 

外注工事等 

117  

 

752 

完成工事 

未収入金 

 

工事未払金 

26 

 

    

157 

ｺﾑｼｽ通産㈱ なし 
材料等の仕

入先 
材料仕入等 1,377 

工事未払金 

未 払 金 

337 

5 

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記会社からの取引額については、市場価値を前提に一般取引条件を勘案し決定しております。 

２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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1株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額                     716 円  88 銭 

1株当たり当期純利益                    50 円  55 銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 


